
 資料 ４

担当部局

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

見込 2,925人 2,965人 3,006人

実績 2,900人 2,914人 ―

見込 57,233人日 58,015人日 58,817人日

実績 57,188人日 59,389人日 ―

見込 １１人 １１人 １１人

実績 12人 14人 ―

見込 ２２９人日 ２２９人日 ２２９人日

実績 254人日 305人日 ―

見込 １９６人 ２０４人 ２１２人

実績 155人 156人 ―

見込 3,603人日 3,970人日 ４,３７４人日

実績 3,199人日 3,188人日 ―

見込 ３９４人 ４１２人 ４３１人

実績 361人 353人 ―

見込 ６,５８９人日 ６,８９０人日 ７,２０８人日

実績 6,114人日 6,001人日 ―

見込 ９８７人 １,０３９人 １,０９３人

実績 974人 991人 ―

見込 19,836人日 20,881人日 21,981人日

実績 19,285人日 21,058人日 ―

見込 ２,２４４人 ２,３９７人 ２,５６１人

実績 2,324人 2,503人 ―

見込 38,985人日 41,858人日 44,941人日

実績 38,893人日 42,984人日 ―

見込 ４０人 ５０人 ６０人

実績 30人 91人 ―

見込 ２８５人 ３０５人 ３１５人

実績 274人 285人 ―

見込 ５２９人 ６１３人 ７１１人

実績 481人 503人 ―

見込 ３,１９０人日 ３,６６４人日 ４,２０７人日

実績 2,651人日 3,072人日 ―

見込 １１４人 １５０人 １９８人

実績 77人 72人 ―

見込 ４９５人日 ６０８人日 ７４６人日

実績 386人日 417人日 ―

見込 １００人 １０８人 １１６人

実績 ０人 0人 ―

見込 １,２４３人 １,３６７人 １,５０４人

実績 1,197人 1,298人 ―

見込 １,４６３人 １,４５５人 1,４４８人

実績 1,404人 1,361人 ―

利用日数

就労継続支援（B型）
《非雇用型》

利用者数

利用日数

療養介護 利用者数

医療型短期入所

利用者数

就労移行支援

利用者数

利用日数

就労継続支援（A型）
《雇用型》

利用者数

利用日数

就労定着支援 利用者数

福祉型短期入所

利用者数

第５期北九州市障害福祉計画・第１期北九州市障害児福祉計画の目標等の管理シート

保健福祉局　障害福祉部

― （6）その他の活動指標

目標値 下記　活動指標の見込量のとおり

○活動指標の一覧

(１)訪問系サービス
　　※利用者数：月平均利用人数（人/月）
　　※利用時間：月平均利用延べ時間（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用時間）

活動指標
（内容）

計
画
（

Ｐ
）
→

実
施
（

Ｄ
）

自立生活援助 利用者数

居宅介護

利用者数

自立訓練
（機能訓練）

利用者数

利用日数

自立訓練
（生活訓練）

利用者数

利用日数

(２)日中活動系サービス
　　※利用者数：月平均利用人数（人/月）
　　※利用時間：月平均利用延べ時間（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用時間）

生活介護

利用者数

見込 1,989人 2,094人 2,204人
重度訪問介護

実績 1,965人

実績 43,256時間 45,109時間 ―

2,022人 ―同行援護

行動援護
利用時間

見込 41,929時間 42,757時間 43,630時間

重度障害者等
包括支援

利用日数

利用日数

(３)居住支援・施設系サービス　※利用者数：各年度の月平均利用人数（人/月）

共同生活援助
（グループホーム）

利用者数

施設入所支援 利用者数
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 資料 ４

見込 ８，１００人 ８，６００人 ９，２００人

実績 ８，３９４人 ８，６３６人 ―

見込 ４５人 ５０人 ５５人

実績 ２０人 ３１人 ―

見込 ８０人 ８５人 ９０人

実績 ５０人 ４５人 ―

見込 ６９２人 ７３３人 ７７６人

実績 ７５６人 ８３４人 ―

見込 ８,８６６人日 ９,３９７人日 ９,９６０人日

実績 ８，２０５人日 ９,１５２人日 ―

見込 ０人 ５人 １０人

実績 ０人 ０人 ―

見込 ０人日 ２０人日 ４０人日

実績 ０人日 ０人日 ―

見込 ２,３９０人 ３,０３５人 ３,８５４人

実績 ２，１６０人 ２,５０１人 ―

見込 29,436人日 37,383人日 47,476人日

実績 25,609人日 30,065人日 ―

見込 ７１人 ７６人 ８２人

実績 ５８人 ６０人 ―

見込 ７５人日 ８１人日 ８７人日

実績 ６４人日 ６６人日 ―

見込 ０人 ３人 １６人

実績 ０人 ０人 ―

見込 ０人日 １２人日 ２４人日

実績 ０人日 ０人日 ―

見込 ６６人 ６６人 ６６人

実績 ２０人 ２２人 ―

見込 ２８人 ３１人 ３４人

実績 ２１人 ２４人 ―

見込 ２,７００人 ３,４００人 ４,２００人

実績 ２,３７２人 ２,４７９人 ―

見込 1人 ２人 ３人

実績 人 １人 ―

見込 ２回 ２回 ２回

実績 ０回 ３回 ―

見込 ３,２００件 ３,２００件 ３,２００件

実績 ３,８７３件 ３,８２７件 ―

見込 ５５件 ５５件 ５５件

実績 ３７件 ７２件 ―

見込 １３件 １４件 １５件

実績 ３０件 １７件 ―

見込 有 有 有

実績 有 有 ―

見込 有 有 有

実績 有 有 ―

利用児童数

(６)発達障害者支援関係
　　※開催日数：月平均利用児童数（人/月）※相談件数：年間相談件数（件/年）
　　※助言件数：月平均件数（件/年）※研修・啓発件数：研修や啓発を実施した件数（回/月）

発達障害者支援
地域協議会の開催

開催日数

発達障害者支援セン
ターによる相談支援

相談件数

医療的ケア児に対する
関連分野の支援を調整
するコーディネーター

配置人数

障害児相談支援

(５)障害児支援
　　※利用児童数：月平均利用児童数（人/月）
　　※利用日数：月平均利用延べ日数（月平均利用人数×一人当たりの月平均利用日数）
　　※配置人数：コーディネーター配置人数（人/年）

医療型児童発達支援

児童発達支援

利用児童数

利用日数

居宅訪問型児童
発達支援

利用児童数

利用日数

(４)相談支援（計画相談支援、地域相談支援）　※利用者数：各年度の月平均利用人数（人/月）

計画相談支援 サービス量

地域移行支援 利用人数

地域定着支援 利用人数

利用児童数

利用日数

有無

利用児童数

利用日数

放課後等デイサービス

利用児童数

利用日数

保育所等訪問支援

福祉型障害児
入所支援

利用児童数

医療型障害児
入所支援

利用児童数

触法障害者支援事業

(７)地域生活支援事業

　①理解促進研修・啓発事業

障害者差別解消・共生
社会推進事業

有無

発達障害者支援センター及
び発達障害者地域支援マ
ネージャーの関係機関への

助言

助言件数

発達障害者支援センター及
び発達障害者地域支援マ
ネージャーの外部機関や地
域住民への研修、啓発

研修、啓発
件数

活動指標
（内容）

計
画
（

Ｐ
）
→

実
施
（

Ｄ
）
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 資料 ４

見込 ６箇所 ７箇所 ８箇所

実績 ６箇所 ６箇所 ―

見込 ８件 ８件 ８件

実績 ６件 ６件 ―

見込 ２２件 ２５件 ２８件

実績 １１件 １１件 ―

見込 ９６回 ９６回 ９６回

実績 ５７回 ６６回 ―

見込 １箇所 １箇所 １箇所

実績 １箇所 １箇所 ―

見込 有 有 有

実績 有 有 ―

見込 有 有 有

実績 有 有 ―

見込 ２箇所 ２箇所 ２箇所

実績 ２カ所 ２箇所 ―

見込 ９７６人 ９７６人 ９７６人

実績 １,０３８人 １，００７人 ―

見込 １０人 １０人 １０人

実績 1人 ５人 ―

見込 有 有 有

実績 有 有 ―

見込 ３,１１０件 ３,２６６件 ３,４３０件

実績 ２,９５８件 ２,８７３件 ―

見込 ２３５件 ２４７件 ２５９件

実績 ２４５件 １７５件 ―

見込 有 有 有

実績 0 0 ―

見込 ２１６件 ２１６件 ２１６件

実績 ２１５件 ２４３件 ―

見込 １０３件 １０３件 １０３件

実績 ９０件 ９９件 ―

見込 ４１６件 ４１６件 ４１６件

実績 ３３９件 ３３９件 ―

見込 ３２６件 ３２６件 ３２６件

実績 ２８６件 ２６９件 ―

見込 ３４８件 ３４８件 ３４８件

実績 ３６９件 ３２８件 ―

見込 11,678件 11,912件 12,150件

実績 11,508件 11,971件 ―

見込 ３１件 ３１件 ３１件

実績 ２３件 ２７件 ―

見込 ８５人 ８５人 ８５人

実績 ７７人 ８４人 ―

見込 ２１人 ２１人 ２１人

実績 ２２人 ２３人 ―

見込 ８人 ８人 ８人

実績 １０人 ９人 ―

見込 １５人 １５人 １５人

実績 ― ７人 ―

　②自発的活動支援事業

本人活動支援事業
(ボランティア参加促

進)
活動件数

障害者相談支援事業
（障害者基幹相談支援

センター）
箇所数

障害者基幹相談支援セ
ンター等機能強化事業

有無

住宅入居等支援事業
（居住サポート事業）

有無

地域精神保健福祉対策
(ピアサポート事業)

活動件数

　③相談支援事業・専門性の高い相談支援事業

ピアカウンセリング事
業

個所数

発達障害児総合支援
（発達障害児・

者家族等支援事業）
補助団体数

　⑥日常生活用具給付等事業　※給付又は貸与件数：各年度の年間件数（件/年）

介護・訓練支援用具
給付又は
貸与件数

成年後見制度利用
支援事業

利用者数

重度障害者入院時コ
ミュニケーション支援
事業

有無

発達障害者支援セン
ター運営事業

箇所数

利用者数

手話通訳者養成事業 養成人数

要約筆記者養成事業 養成人数

盲ろう者通訳・ガイド
ヘルパー養成事業

養成人数

自立生活支援用具
給付又は
貸与件数

　④成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業

成年後見制度法人
後見支援事業

有無

　⑤意思疎通支援事業

居宅生活活動作
補助用具

（住宅改修費）
利用件数

手話通訳者派遣事業 派遣件数

要約筆記者派遣事業 派遣件数

盲ろう者通訳・ガイド
ヘルパー派遣事業

派遣件数

在宅療養等支援用具
給付又は
貸与件数

情報・意思疎通
支援用具

給付又は
貸与件数

排泄管理支援用具
給付又は
貸与件数

　⑦奉仕員養成研修事業　※養成人数：各年度の年間養成講座受講修了者数（人/年）

手話奉仕員養成事業 養成人数

活動指標
（内容）

計
画
（

Ｐ
）
→

実
施
（

Ｄ
）
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 資料 ４

見込 ６０３人 ６１１人 ６１９人

実績 ５８６人 ５８０人 ―

見込 88,042時間 88,218時間 88,394時間

実績 86,587時間 86,475時間 ―

見込 ２人 ２人 ２人

実績 １人 １人 ―

見込 ９箇所 ９箇所 ９箇所

実績 ８箇所 ８箇所 ―

見込 １１人 １２人 １３人

実績 ９人 １１人 ―

見込 ２０人 ２０人 ２０人

実績 １６人 １４人 ―

見込 ７００人 ７００人 ７００人

実績 ７６６人 ７００人 ―

見込 ２６人 ２６人 ２６人

実績 ２２人 ２２人 ―

見込 １,４６０回 １,４６０回 １,４６０回

実績 １,２９２回 １,３０２回 ―

見込 １３５人 １３７人 １３９人

実績 １４７人 １３７人 ―

見込 ６,１５０回 ６,３５０回 ６,５５０回

実績 ６,４２８回 ６,８９６回 ―

見込 ５９０人 ６００人 ６１０人

実績 ５３６人 ４９４人 ―

見込 ２２箇所 ２３箇所 ２４箇所

実績 ２３箇所 ２１箇所 ―

見込 ３２回 ３２回 ３２回

実績 ３２回 ３２回 ―

見込 ９人 １０人 １１人

実績 １４人 １３人 ―

見込 ９人 １０人 １１人

実績 １５人 １４人 ―

見込 ８人 ９人 １０人

実績 ４人 ２人 ―

見込 １８８点 ２０７点 ２２８点

実績 ２１７点 ２２８点 ―

　⑧移動支援事業
　　※利用者数：各年度の月平均利用人数（人/月）※利用時間：各年度の延べ利用時間（時間/年）

重度障害者大学等
進学支援事業

利用者数

移動支援事業

利用者数

利用時間

障害者スポーツ教室 箇所数

活動指標
（内容）

計
画
（

Ｐ
）
→

実
施
（

Ｄ
）

点訳奉仕員養成事業 養成人数

朗読奉仕員養成事業 養成人数

点字・声の広報等
発行事業

発行回数

　⑫社会参加支援事業

パソコンサポーター
養成・派遣事業

養成人数

芸術文化活動振興 出展数

　⑨地域活動支援センター機能強化事業　※箇所数：各年度末の地域活動支援センター設置箇所数

　⑪日中生活支援事業
　　※サービス量：各年度の延べ利用回数（回/年）、利用人数：各年度の月平均利用人数（人/月）

日中一時支援事業
(日帰りショートステ

イ)

利用者数

利用回数

地域活動支援
センター事業

箇所数

　⑩広域的な支援事業　※従事者数：各年度に従事するピアサポートの人数（人/年）

精神障害者地域生活支
援広域調整等事業

ピアサポー
ト従事者数

訪問入浴サービス

生活訓練等・中途視覚
障害者緊急生活訓練

利用者数

障害者スポーツ大会 参加者数

利用者数

利用回数

福祉ホーム 利用者数
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福祉型短期入所

目標に達していないものの、今後も引き続き高いニーズがあると考えま
す。
利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体制の充
実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必要で
す。

就労定着支援

目標を上回り成果を得ていると考えます。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

就労継続支援（A型）
《雇用型》

目標に近い実績であり、一定の成果を得ていると考えます。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

自立訓練
（生活訓練）

標準利用期間（2年間）があり、順次利用者が入れ替わるため、利用状
況に変動が生じるため見込みを下回る要因の一つと考えられますが、全
体としては順調なサービス利用が行われています。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

(２)日中活動系サービス

生活介護

目標に近い実績であり、一定の成果を得ていると考えます。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

同行援護

行動援護

自立訓練
（機能訓練）

目標に近い実績であり、一定の成果を得ていると考えます。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

評
価
（

C
）
→

改
善
（

A
）

令
和
元
年
度

評価
（Ｃ）

【目標
等を踏
まえた
評価、
改善方

策
（案）】

(１)訪問系サービス

居宅介護
利用者数については当初目標に達していないものの、目標に近い実績で
あり、利用時間については目標を大きく上回っている。一定の成果を得
ていると考えます。
年々実績としては増加しており、今後も引き続き高いニーズがあると考
えます。
利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体制の充
実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必要で
す。

重度訪問介護

重度障害者等包括支援

就労移行支援

適切なサービス利用が行われています。利用者数の動向については、標
準利用期間が設定されており、順次利用者が入れ替わるため、利用状況
に変動が生じることが目標を下回る要因の一つと考えられます。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

就労継続支援（B型）
《非雇用型》

利用者数は、目標を上回り成果を得ていると考えます。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

療養介護

目標に近い実績であり、一定の成果を得ていると考えます。
今後も利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体
制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必
要です。

医療型短期入所

目標に達していないものの、今後も引き続き高いニーズがあると考えま
す。
利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体制の充
実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必要で
す。
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医療型障害児入所支援

評
価
（

C
）
→

改
善
（

A
）

令
和
元
年
度

評価
（Ｃ）

【目標
等を踏
まえた
評価、
改善方

策
（案）】

平成30年4月に新設されたサービスですが、全国的にも利用が進んでい
ない状況です。国が、自立生活援助のサービス利用が進まない要因等を
分析し、利用者が活用しやすい制度となるように対応することが必要と
考えます。

共同生活援助
（グループホーム）

グループホーム利用者数は着実に増加しており、順調に進んでいます。
利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体制の充
実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必要で
す。

(５)障害児支援

児童発達支援

　児童発達支援事業・放課後等デイサービスについては、利用者が着実
に増加している。保育所等訪問支援については、利用者数は横ばいであ
るが継続した一定数のニーズがある。医療型児童発達支援については、
市内に指定事業所がなく、今後は医療機関併設の児童発達支援事業所等
に情報提供を行っていく。居宅訪問型児童発達支援については、外出が
困難な重症心身障害児に対して一定程度のニーズはあるものの、現在利
用者はいない。福祉型障害児入所支援・医療型障害児入所支援について
は、概ね一定の水準で推移しており、今後も継続したサービス提供が必
要である。

医療型児童発達支援

居宅訪問型児童
発達支援

福祉型障害児入所支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

地域定着支援

地域定着支援については昨年度に比べ利用者数は減少していますが、順
調なサービス利用が行われています。
精神科病院からの地域移行において、指定一般相談支援事業者と精神科
病院の退院後生活環境相談員とのさらなる連携が必要となってきます。

地域移行支援

地域移行支援については昨年度に比べ利用者数は増加しており、順調な
サービス利用が行われています。
精神科病院からの地域移行において、指定一般相談支援事業者と精神科
病院の退院後生活環境相談員とのさらなる連携が必要となってきます。

(４)相談支援（計画相談支援、地域相談支援）

計画相談支援

見込量は、全障害福祉サービスの支給決定者数を対象者とし、全員が計
画相談支援を利用することを指標としています。
令和元年度末現在の対象者は9,929人で計画相談支援利用者は、8,636人
（87.0％）となっています。セルフプラン、介護ケアプランによる者も
含めると9,929人（100.0％）であり順調に推移しています。

施設入所支援

目標に達していないものの、今後も引き続き高いニーズがあると考えま
す。
利用者への適切なサービスの支給決定の実施や、サービス提供体制の充
実（良質なサービス提供）のため、事業者への助言や指導等が必要で
す。

(３)居宅系サービス

自立生活援助
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地域精神保健福祉対策
(ピアサポート事業)

継続してピアサポーターの養成を行い、市民や当事者・家族、支援者に
対して、ピアサポーターが体験談を話し、精神障害について理解を深め
る取り組みをすすめました。今後も、ピアサポーターの活用の機会を活
かせるよう支援を継続します。

発達障害児総合支援
（発達障害児・
者家族等支援事業）

補助団体は６件と変動はなく、昨年度から引き続き多くの団体に補助金
を寄付することができました。今後も、発達障害児者の家族団体の活動
支援を継続していきます。

　②自発的活動支援事業

ピアカウンセリング事
業

障害や難病をもつピアカウンセラーが、同じ障害や難病を抱える方や家
族の相談に応じることで、必要な情報を提供し、障害や難病を抱える方
が自立した日常生活を営めるよう支援を行った（令和元年度　１，５３
６件）。

知的障害のある軽犯罪で累犯のおそれがある者に対する入口支援の支援
スキームを検討するための支援を行った（令和元年度　新規１３件）。
また、触法障害者支援研修会を開催した（令和元年度　１回）。

障害者差別解消・共生
社会推進事業

障害を理由とする差別の解消を効果的に推進するため、市民及び事業者
に対し、出前講演や街頭啓発、市民が多く集まるイベントでの啓発活動
など、順調に周知啓発活動を実施しました。引き続き啓発活動に積極的
に取り組むとともに、広報の手法を工夫するなどして市民及び事業者に
対し、合理的配慮について理解を深めてもらうことが必要と考えます。

発達障害者支援セン
ターによる相談支援

延相談件数は3,827件と、昨年度に引き続き多くの利用者の悩みや不安
の解決につなげることができたと考えられます。
今後も引き続き、各種相談に力を入れていきます。

(７)地域生活支援事業

発達障害者支援セン
ター及び発達障害者地
域支援マネージャーの
外部機関や地域住民へ
の研修、啓発

外部から講師依頼を受けて実施した研修は17件で、延べ参加人数は459
人と広く研修、啓発を実施することができました。これらの研修の他に
も、発達障害者支援センター主催の研修も年間を通じて実施しておりま
す。今年度も、研修、啓発に尽力し、発達障害児者支援について広く普
及できるよう努めます。

医療的ケア児に対する
関連分野の支援を調整
するコーディネーター

医療的ケア児に係る各種サービス事業等福祉、医療、行政に精通した
コーディネータを設置する

(６)発達障害者支援関係

発達障害者支援地域協
議会の開催

発達障害者支援地域協議会を立ち上げ、３回実施しました。基調講演や
アセスメントツールＭＳＰＡの活用について、具体的な事例を交えて意
見交換を行うことができた。
今後も、各関係機関と連携を図り、地域支援体制の構築、ライフステー
ジを通じた支援を行っていく。

発達障害者支援セン
ター及び発達障害者地
域支援マネージャーの
関係機関への助言

教育機関や医療機関など多くの関係機関と連携しました。対応方法の助
言を中心に、ケースに応じては心理検査等も行うなど、幅広い助言や支
援ができました。今後も、各関係機関と連携を図り支援の場を広げてい
きます。評

価
（

C
）
→

改
善
（

A
）

令
和
元
年
度

評価
（Ｃ）

【目標
等を踏
まえた
評価、
改善方

策
（案）】

障害児相談支援

見込量は、障害児通所支援の支給決定者数を対象者とし、全員が障害児
相談支援を利用することを指標としています。
令和元年度末現在の対象者は3,225人で障害児相談支援利用者は、2,479
人（76.9％）となっているが、セルフプランによる者も含めると3,225
人（100.0％）であり順調に推移しています。

　①理解促進研修・啓発事業

触法障害者支援事業
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成年後見制度利用
支援事業

成年後見制度法人
後見支援事業

重度障害者入院時コ
ミュニケーション支援
事業

H30年度の法改正により、障害福祉サービス（重度訪問介護）で入院時
のコミュニケーション支援が可能となったため、H30年度に引き続きR元
年度も本事業での利用はなかったと考えられます。しかし、今後も対象
の方が入院した場合には必要な事業と思われるため、事案発生時には速
やかに支援ができるよう努めます。

障害者基幹相談支援セ
ンター等機能強化事業

　③相談支援事業・専門性の高い相談支援事業

障害者相談支援事業
（障害者基幹相談支援
センター）

制度利用者数は、新たに開始した件数が５件であり、順調に推移してき
ています。今後も制度を分かりやすく周知し、成年後見制度の申し立て
が必要な障害者を制度につなげられるよう努めます。

評
価
（

C
）
→

改
善
（

A
）

令
和
元
年
度

評価
（Ｃ）

【目標
等を踏
まえた
評価、
改善方

策
（案）】

本人活動支援事業
(ボランティア参加促
進)

当初の見込み件数には達していないものの、前年度実績と比較すると件
数は増加しており、一定の成果を得ていると考えます。今後も引き続
き、障害のある人の社会参加を推進します。
障害のある人がより参加しやすい活動内容の検討も必要と考えます。

住宅入居等支援事業
（居住サポート事業）

相談人数、相談件数ともに前年度から増加し、順調なサービス利用が行
われています。
（H30年度　相談者数：274人、延べ相談件数：1,005件　→　R1年度
相談者数：302人、延べ相談件数：1,287件）

　③成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業

　④意思疎通支援事業

発達障害者支援セン
ター運営事業

相談実人数は1,007人と前年度と比べ概ね変動はなく、昨年度に引き続
き多くの利用者の悩みや不安の解決につなげることができたと考えられ
ます。
今後も引き続き、各種相談のほか、発達障害支援者の育成に力を入れて
いきます。

要約筆記者派遣事業

手話通訳者派遣事業

　広報活動の促進や、各種研修会を開催することで障害者基幹相談支援
センターの知名度は高まっており、順調に障害がある人及び家族等の悩
みなどに対応することができています。
（相談件数：H30年度24,063件→R1年度24,387件）

第９期市民後見人養成研修（基礎研修）を実施しました。※新型コロナ
ウイルス感染症の影響により研修開催を見合わせたため令和元年度は修
了者なし。（第８期までの研修修了者延べ１２２人）

新型コロナウイルス感染症の影響もあり当初の見込みを下回ったもの
の、175件の派遣を実施しており、今後も高いニーズがあると考えま
す。
引き続き、聴覚障害のある人が社会参加できるよう、適切な派遣を実施
するよう努めます。

当初の見込みを下回ってはいるものの、実績は前年度に近い件数であ
り、今後も高いニーズがあると考えます。
引き続き、利用者への適切な派遣を実施し、コミュニケーション支援を
図るよう努めます。

盲ろう者通訳・ガイド
ヘルパー派遣事業

当初の見込みを上回る実績であり、今後も高いニーズがあると考えま
す。
引き続き、利用者のニーズを把握し、適切な派遣を実施して行く必要が
あると考えます。
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　⑪日中生活支援事業

福祉ホーム

福祉ホームの月平均利用者数は、H30年度に引き続き目標とする値には
届いていません。しかし、利用者実績があることから福祉ホームとして
のニーズがあると考えます。引き続き、障害のある方が低額な料金で、
居室その他の設備を利用でき、日常生活に必要な便宜を受けられるよう
に運営経費の補助等を行うことにより、地域生活を支援していきます。

　⑩広域的な支援事業

精神障害者地域生活支
援広域調整等事業

引き続きピアサポーターの養成と活用を継続し、精神障害のある人の地
域移行に向けた取り組みをすすめます。
また、ピアサポーターの活用の場拡大に向けた普及啓発に努めます。

　⑨地域活動支援センター機能強化事業

地域活動支援
センター事業

当初目標に近い実績であり、一定の成果を得ていると考えます。
サービス提供体制の充実（良質なサービス提供）のため、事業者への助
言や指導等が必要です。
引き続き、障害者に創作的活動などの機会の提供、社会との交流の促進
を実施する地域活動支援センターに助成等を行っていきます。

手話通訳者養成事業

要約筆記者養成事業

重度障害者大学等
進学支援事業

引き続き市内大学等に事業を案内し、周知に努めます。

移動支援事業
見込みと比較すると、延べ利用時間および平均利用者数はわずかに減少
していますが、事業は順調に推移していると考えます。今後もニーズが
あると考えられるため、事業の周知に努めます。

情報・意思疎通
支援用具

盲ろう者通訳・ガイド
ヘルパー養成事業

　⑧移動支援事業

手話奉仕員養成事業

盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成については当初の見込みを下回った
ものの、手話通訳者養成及び要約筆記者養成については見込みを上回り
順調に養成事業を実施できました。手話奉仕員養成事業については、当
初の見込みに近い実績を達成しました。今後も高いニーズがあると考え
られるため、事業の周知を図り、受講者の拡大に向け取組みます。

評
価
（

C
）
→

改
善
（

A
）

令
和
元
年
度

評価
（Ｃ）

【目標
等を踏
まえた
評価、
改善方

策
（案）】

　⑥日常生活用具給付等事業

介護・訓練支援用具

ほぼ見込どおりに達成できたため、事業は大変順調に推移していると評
価しました。

支給基準を検討するため、過去の給付実績、市場価格、他都市の支給状
況等を調査した。これらを基に令和２年度に支給基準を見直す予定で
す。
また、効果的な仕組みづくりの一環として事業者説明会を開催しまし
た。
今後も同様の取組を計画的に行うことで、適切な事業運営の維持に努め
ます。

自立生活支援用具

排泄管理支援用具

居宅生活活動作補助用
具（住宅改修費）

　⑦奉仕員養成研修事業

在宅療養等支援用具
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養成人数の実績は当初の見込みを４人上回り（見込み10人→実績14
人）、順調に実施するすることができました。今後もコミュニケーショ
ン支援を増強するためにも、事業の周知を図り、受講者の拡大に向けた
取り組みが必要です。

パソコンサポーター養
成・派遣事業

養成人数の実績は当初の見込みを達成できなかったものの、令和元年度
におけるパソコンサポーター登録者は７６名、派遣件数は５０１件であ
り、一定の成果を上げています。今後も派遣に対し高いニーズが見込ま
れることから、養成事業を周知し、受講者の拡大を図るよう取り組む必
要があります。

点訳奉仕員養成事業

養成人数の実績は当初の見込みを３人上回り（見込み10人→実績13
人）、順調に実施するすることができました。今後もコミュニケーショ
ン支援を増強するためにも、事業の周知を図り、受講者の拡大に向けた
取り組みが必要です。

障害者スポーツ教室

順調なサービス利用が行われています。
障害者スポーツ教室の箇所数については、目標の23箇所には届きません
でしたが、21箇所で実施しました。スポーツを通じた社会参加を促進す
るため、巡回スポーツ教室などの実施箇所の拡大を図ります。
スポーツ教室の開催については、より参加者のニーズに合ったものとす
る必要があります。

芸術文化活動振興

順調なサービス利用が行われています。
北九州市障害者芸術祭の作品出展数については、目標の207点を上回
り、過去最高となる228点の応募がありました。文化芸術活動を通じた
社会参加を促進するため、更なる出展数の拡大を図ります。
障害者芸術祭の開催については、関係団体と連携を図り、広くPRする必
要があります。

　⑫社会参加支援事業

障害者スポーツ大会

順調なサービス利用が行われています。
北九州市障害者スポーツ大会の参加者数については、例年500人前後で
推移しており、令和元年度は目標の600人には届きませんでしたが、494
人の参加がありました。スポーツを通じた社会参加を促進するため、更
なる参加者の拡大を図ります。
スポーツ大会の開催については、関係団体と連携を図り、広くPRする必
要があります。

訪問入浴サービス

見込みと比較すると、延べ利用回数および平均利用者数はわずかに減少
していますが、実績での比較では、利用回数は伸びているため、事業は
順調に推移していると考えます。引き続き、障害のある人に対してのノ
ウハウを有する事業者に委託をしていきたいと考えます。

日中一時支援事業（日
帰りショートステイ）

評
価
（

C
）
→

改
善
（

A
）

令
和
元
年
度

評価
（Ｃ）

【目標
等を踏
まえた
評価、
改善方

策
（案）】

生活訓練等・中途視覚
障害者緊急生活訓練

見込みと比較すると、事業は順調に推移していると考えます。引き続き
訓練希望者や相談者のニーズを十分に理解し、個々の状況に応じた訓練
等を行っていきます。

見込みと比較すると、延べ利用回数は増加、平均利用者数は見込み通り
となり、事業は順調に推移していると考えます。引き続き、障害のある
人、障害のある子どもに対してのノウハウを有する事業者に委託をして
いきたいと考えます。

点字・声の広報等発行
事業

点字・声の広報等発行回数実績はは当初の見込み（３２回）通りであ
り、順調に実施することができました。今後も視覚、聴覚のある人の社
会参加を図るため、情報保障に努めます。

朗読奉仕員養成事業
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